
大 阪 府 藤 井 寺 市

議 案 第 49 号

令和元年度

藤井寺市公共下水道事業会計補正予算

（ 第3号 ）





第１条

ところによる。

第２条

収益的収入及び支出の予定額を、次のとおり補正する。

収 入

第１款 千円 千円 千円

第１項 千円 千円 千円

千円 千円 千円

支 出

第１款 千円 千円 千円

第１項 千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

第４項 千円 千円 千円

第３条

とおり補正する。

収 入

第１款 千円 千円 千円

第１項 千円 千円 千円

第２項 千円 千円 千円

第３項 千円 千円 千円

第４項 千円 千円 千円

支 出

第１款 千円 千円 千円

第１項 千円 千円 千円

第２項 千円 千円 千円

第３項 千円 千円 千円

令和元年度藤井寺市公共下水道事業会計補正予算（第３号）

0 579,207

0 241,900

0 38,285

他 会 計 出 資 金

国 庫 補 助 金

負 担 金 等

579,207

241,900

38,285

令和元年度藤井寺市公共下水道事業会計の補正予算（第３号）は、次に定める

令和元年度公共下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた

2,077,184

営 業 費 用

（科　　　目） （補正予定額） （　　計　　）（既決予定額）

第２項

2,092,669

資 本 的 収 入

7,100 1,798,800

2,658,1922,651,092

1,791,700企 業 債

予 備 費 1,500 0

予算第４条本文括弧書中に定めた「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額

△15,485

1,775,305 △15,485

下水道事業費用

1,759,820

建 設 改 良 費 1,469,868 7,409 1,477,277

下水道事業収益 2,112,034

営 業 収 益 993,259 0 993,259

1,118,775

△3,1162,115,150

営 業 外 収 益 1,121,891 △3,116

企 業 債 償 還 金 1,703,451 10,955 1,714,406

資 本 的 支 出 3,174,819 18,364 3,193,183

311,296

7,100

487,529千円で補てんするものとする。」を「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する

額534,991千円は、当年度消費税資本的収支調整額47,124千円、当年度損益勘定留保資金

487,867千円で補てんするものとする。」に改め、資本的収入及び支出の予定額を、次の

（科　　　目） （既決予定額） （補正予定額） （　　計　　）

第３項 特 別 損 失 4,568 0

523,727千円は、当年度消費税資本的収支調整額36,198千円、当年度損益勘定留保資金

1,500

4,568

第２項 営 業 外 費 用 311,296 0

予 備 費 1,500 0 1,500
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第４条 予算第4条の2本文中に定めた「未収金及び未払金の金額は、それぞれ81,055千円及び

388，770千円」を「未収金及び未払金の金額は、それぞれ89,654千円及び383，989千円」に

改める。

第５条 　 予算第5条に定めた債務負担行為の限度額を、次のとおり補正する。

第６条   予算第6条に定めた起債の限度額を、次のとおり補正する。

第９条   予算第9条に定めた経費の金額を、次のとおり補正する。

（ 1 ）

令和元年11月29日　　提　出
藤井寺市長 岡田　一樹

～令和２年度
公共下水道整備費

460,000千円

令和2年度

令和元年度

事項 期間 限度額

藤井寺市水洗便所改造資金
融資あっせんに伴う

金融機関に対する債務の損失補償

令和元年度

令和4年度

～

藤井寺市水洗便所改造資
金融資あっせんとして、金融
機関が１件150万円を限度と
して当該貸付けを行ったこと
により損失を生じた場合、損
失補償契約に定める範囲内
でその損失を補償する。

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利　率 償　還　の　方　法

公共下水道事業

証書借入
又は
証券発行

借入先の融資条件による。
ただし、企業財政その他の
都合により据置期間及び償
還期限を短縮若しくは繰上
償還又は低利に借り換える
ことができる。

1,548,600千円

流域下水道事業 26,700千円

6.0％以内

[但し、利率見直し
方式で借り入れる
政府資金及び地方
公共団体金融機構
資金について、利
率の見直しを行っ
た後においては、
当該見直し後の利
率]

（科　　　目） （既決予定額） （補正予定額） （　　計　　）

111,318 千円 千円△ 2,684 千円職 員 給 与 費 108,634
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（単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計

1. 下 水 道 事 業 2,115,150 △3,116 2,112,034

収 益 1. 営 業 993,259 0 993,259

収 益 1. 下 水 道 使 用 料 700,714 0 700,714

2. 雨 水処理負担金 292,313 0 292,313

4. そ の他営業収益 232 0 232

2. 営 業 外 1,121,891 △3,116 1,118,775

収 益 1. 受 取 利 息 及 び 1 0 1

配 当 金

3. 他 会 計 補 助 金 391,885 0 391,885

4. 補 助 金 8,100 0 8,100

5. 長 期前受金戻入 693,491 △3,116 690,375

7. 消 費税及び地方 1 0 1

消 費 税 還 付 金

9. 雑 収 益 28,413 0 28,413

（単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計

1. 下 水 道 事 業 2,092,669 △15,485 2,077,184

費 用 1. 営 業 1,775,305 △15,485 1,759,820

費 用 1. 管 渠 費 46,169 429 46,598

2. ポ ン プ 場 費 78,619 △475 78,144

4. 普 及 指 導 費 23,243 189 23,432

5. 業 務 費 47,570 △2,499 45,071

6. 総 係 費 16,021 △701 15,320

7. 流 域 下 水 道 290,685 0 290,685

維 持管理負担金

8. 減 価 償 却 費 1,272,998 △12,428 1,260,570

2. 営 業 外 311,296 0 311,296

費 用 1. 支 払 利 息 及 び 310,893 0 310,893

企 業債取扱諸費

3. 消 費 税 及 び 1 0 1

地 方 消 費 税

4. 雑 支 出 402 0 402

3. 特 別 損 失 4,568 0 4,568

5. そ の他特別損失 4,568 0 4,568

4. 予 備 費 1,500 0 1,500

1. 予 備 費 1,500 0 1,500

令和元年度藤井寺市公共下水道事業会計補正予算実施計画（第３号）

収 益 的 収 入 及 び 支 出
収　　　　　入

款 項 目

支　　　　　出

款 項 目
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（単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計

1. 資 本 的 収 入 2,651,092 7,100 2,658,192

1. 企 業 債 1,791,700 7,100 1,798,800

1. 企 業 債 1,791,700 7,100 1,798,800

2. 他 会 計 579,207 0 579,207

出 資 金 1. 他 会 計 出 資 金 579,207 0 579,207

3. 国 庫 241,900 0 241,900

補 助 金 1. 国 庫 補 助 金 241,900 0 241,900

4. 負 担 金 等 38,285 0 38,285

1. 受 益 者 負 担 金 36,285 0 36,285

2. 工 事 負 担 金 2,000 0 2,000

（単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計

1. 資 本 的 支 出 3,174,819 18,364 3,193,183

1. 建 設 1,469,868 7,409 1,477,277

改 良 費 1. 管 路 建 設 費 1,445,133 373 1,445,506

3. ポ ン プ 場 建 設 4,030 0 4,030

改 良 費

5. 流 域 下 水 道 20,705 7,036 27,741

建 設 負 担 金

2. 企 業 債 1,703,451 10,955 1,714,406

償 還 金 1. 企 業 債 1,703,451 10,955 1,714,406

3. 予 備 費 1,500 0 1,500

1. 予 備 費 1,500 0 1,500

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目

収　　　　　入

款 項 目

支　　　　　出
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（単位：千円）

１.　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 4,763

減価償却費 1,260,570

賞与引当金の増減額（△は減少） 6,959

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 1,311

貸倒引当金の増減額（△は減少） 637

長期前受金戻入額 △690,375

受取利息及び配当金 △1

支払利息及び企業債取扱諸費 310,893

未収金の増減額（△は増加） △12,214

未払金の増減額（△は減少） △96,984

その他流動負債の増減額（△は減少） 1,400

小計 786,959

利息及び配当金の受取額 1

利息及び企業債取扱諸費の支払額 △310,893

業務活動によるキャッシュ・フロー 476,067

２.　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,564,097

無形固定資産の取得による支出 △14,868

補助金、負担金等による収入 266,362

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,312,603

３.　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,798,800

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △1,714,406

財務活動によるキャッシュ・フロー 663,601

資金の増加額（又は減少額） △172,935

資金期首残高 227,300

資金期末残高 54,365

令和元年度藤井寺市公共下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書（補正第３号）

（平成31年4月1日から令和2年3月31日まで）
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１.　総　括

特別職 一般職 給　料 賃　金 手　当

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

損益勘定 (0) (3)

支弁職員 0 6

資本勘定 (0) (0)

支弁職員 0 7

(0) (3)

0 13

損益勘定 (0) (3)

支弁職員 0 6

資本勘定 (0) (0)

支弁職員 0 7

(0) (3)

0 13

損益勘定 (0) (0)

支弁職員 0 0

資本勘定 (0) (0)

支弁職員 0 0

(0) (0)

0 0

（注）(　)内は、再任用職員について外書き記入

扶　養
手　当

地　域
手　当

期　末
手　当

勤　勉
手　当

管理職
手　当

通　勤
手　当

時間外勤務
手　当

特殊勤務
手　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補正後 1,014 3,328 14,254 10,281 3,434 1,494 3,500 10

補正前 2,703 3,387 14,028 9,828 3,326 1,741 3,500 10

比  較 △1,689 △59 226 453 108 △247 0 0

住　居
手　当

児　童
手　当

退　職
手　当

（千円） （千円） （千円）

補正後 1,842 620 0

補正前 2,445 1,160 0

比　較 △603 △540 0

93,641 17,677 111,318

△683 0 △1,780 △2,463 △594 △3,057

0 18,062 45,627 8,557

51,048 0 39,969 91,017 17,617

45,390 9,060

△2,684△273 0 △2,351 △2,624 △60

410 0 △571 △161 534

23,073 0 22,478 45,551 8,526

0

手
当
の
内
訳

区　分

手
当
の
内
訳

区　分

管理職員特別
勤務手当

（千円）

192

192

合　　計

比

較

合　　計

補

正

前

28,248 0 19,842 48,090 9,151 57,241

373

54,077

51,321 0 42,320

補

正

後
合　　計

令和元年度藤井寺市公共下水道事業会計給与費明細書（補正第３号）

区　　分

職 員 数 給　与　費
計

法　　定
福 利 費

合　　計

54,450

27,565 54,184

23,483 0 21,907

108,634
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増減額

（千円）

給料 △ 273 △ 273 職員の異動状況

△ 585
・条例改正による増加分 (0人)

312 0人

(0人)
0人

(0人)
0人

.

手当 △ 2,351 △ 59 地域手当の支給率

△ 71

・条例改正による増加分

12

679 期末・勤勉手当の支給率

△ 221 期末・勤勉手当の支給率（再任用）

・条例改正による増加分

900

△ 2,971 ・扶養手当の減少分 新陳代謝、異動等に係る増減分

△ 1,689

・管理職手当の増加分

108

・通勤手当の減少分

△ 247

・住居手当の減少分

△ 603

・児童手当の減少分

△ 540

２．給料及び手当の増減額の明細

支給率 支給対象職員数

6%
(3人)
13人

期末 ・勤
勉手当の
増減分

4.5月

2.35月

その他の
増減分

地域手当
の増減分

増　減
(0人) (0人)

備　　　　　　　　　考
（千円） （千円）

給料の増
減分

補正後
(3人) (3人)
13人 13人

現に在職
する職員

その他区分 計

・新陳代謝、異動等に係る減少
分

区 分
増減事由別内訳 説　　　明

・新陳代謝、異動等に係る減少
分

・新陳代謝、異動等に係る減少
分

0人 0人

補正前
(3人) (3人)
13人 13人
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３．給料及び手当の状況

（１）職員１人当たり給与

令 平
和 成
元 （円） 30 （円）
年 年
11 11
月 （円） 月 （円）
1 1
日 日
現 （歳） 現 （歳）
在 在

（２）初任給

（３）等級別職員数

区 区

分 分

令 平
和 成
元 30
年 年
11 11
月 月
1 1
日 日
現 現
在 在

(注)(　)内は、再任用職員について外書き記入している。

(0)

(0)

(0)
2
(0)
1
(0)
5

(0.0)

(0.0)
15.4
(0.0)
7.7
(0.0)
38.4

2

(0) (0.0)

５等級
(2) (66.7)

５等級

(0.0)
0
(0.0)
15.4
(0.0)
0

６等級
2 15.4

(0.0)
15.4

４等級
(1) (33.3)

４等級
2 15.4

３等級

100

1 7.7

計
(3) (100)

計
13 10013

(0)
1 7.7

(0)

７等級
(0) (0.0)

７等級

4 30.7

６等級

(0) (0.0)
３等級

2 15.4

２等級
(0) (0.0)

２等級
0 0 0

１等級
(0) (0.0)

１等級
1 7.7

（人）

(0)
2

特１等級
(0) (0.0)

特１等級
1 7.7

(0)
0

(0)

行　政　職 行　政　職

等級
職員数 構成比

等級
職員数 構成比

（人） （％） （％）

150,600 150,600高　校　卒

182,200 182,200大　学　卒

38.75 39.00
平 均 年 齢 平 均 年 齢

行　政　職
(円）

一般会計の制度
区　　　分 行　政　職

（円）

394,500 382,000平 均給与月額 平均給与月額

区　　分 行　政　職 区　　分 行　政　職

288,200 286,900平 均給料月額 平均給料月額
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（等級別の標準的な職務内容）

特１級 ３等級 4等級 5等級 ６等級

（４）昇給

職員数 （Ａ） （人） 職員数 （Ａ） （人）

（Ｂ） （人） （Ｂ） （人）

号 級 数 号 級 数

別 内 訳 別 内 訳

比率（Ｂ）／（Ａ） （％） 比率（Ｂ）／（Ａ） （％）

（人） （人）

（５）特殊勤務手当

（％）

（令和元年11月1日現在） （％）

平均支給月額 （円）

支 給 対 象 職 員 1 人 当 た り
208

代表的な特殊勤務手当の名称 徴収事務手当

補
正
後

補
正
前

区　　分 行　政　職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率
0.02

7号給（人） 0 7号給（人）

5号給（人） 0 5号給（人）

3号給（人） 1 3号給（人）

8号給（人） 0 8号給（人） 0

支給対象職員の比率 
30.8

100.0 100.0

特 別 昇 給 に 係 る 職 員 数
0

特 別 昇 給 に 係 る 職 員 数
0

6号給（人） 0 6号給（人） 0

0

4号給（人） 10 4号給（人） 10

0

2号給（人） 2 2号給（人） 2

1

昇給に係る職員数
13

昇給に係る職員数
13

1号給（人） 0 1号給（人） 0

区　　　分 行　政　職 区　　　分 行　政　職

13 13

区　　分 １等級 ２等級 ７等級

行　政　職
部　長

理　事

次　長

副理事

課　長

参　事

課長代理

主　幹

チーフ

主　査
副主査

主　事

技　師

主事補

技師補
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（６）期末手当・勤勉手当

（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

２０年勤続の ２５年勤続の ３５年勤続の 最高限度
者　（月分） 者　（月分） 者　（月分） （月分）

（８）その他の手当

住　居　手　当 同　　じ －

通　勤　手　当 同　　じ －

地　域　手　当 同　　じ －

扶　養　手　当 同　　じ －

47.709

在職時の役職等に応じた調整額を
加算

（支給率等） 定年前早期退職特例措置
（2％～20％加算）

区　　分 一般会計の制度との異同 差異の内容

47.709

一 般 会 計
の 制 度

勧奨退職 24.586875 33.27075

定年退職 24.586875 33.27075 47.709 47.709
在職時の役職等に応じた調整額を
加算

24.586875 33.27075 47.709 47.709

在職時の役職等に応じた調整額を
加算

定年前早期退職特例措置
（2％～20％加算）

区　  分 その他の加算措置等

支給率等

定年退職 24.586875 33.27075 47.709 47.709
在職時の役職等に応じた調整額を
加算

勧奨退職

有

一般会計 (1.175) (1.175) (2.35)
有

の 制 度 2.225 2.275 4.50

2.225 2.225 4.45

補正後
(1.175) (1.175) (2.35)

有
2.225 2.275 4.50

補正前
(1.175) (1.175) (2.35)

区 　　 　分

支給期別支給率 支給率計
職制上の
段階 、職
務の級等
に よ る 加
算措置

備　　　考
6　月 12　月

（月分） （月分） （月分）
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（単位：千円）

１.

(1)

イ 1,020,319

ロ 404,543

404,543

ハ 30,312,135

0 30,312,135

ニ 578,693

0 578,693

ホ 工具、器具及び備品 727

0 727

ヘ 0

32,316,417

(2)

イ 流域下水道施設利用権 2,398,747

ロ 227,288

2,626,035

34,942,452

２.

(1) 227,300

(2) 89,654

0 89,654

316,954

35,259,406資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

庁 舎 利 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

令和元年度藤井寺市公共下水道事業会計開始貸借対照表
（平成31年4月1日）

資　産　の　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

減 価 償 却 累 計 額
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３.

(1)

イ 16,859,744

16,859,744

16,859,744

４.

(1)

イ 1,703,449

1,703,449

(2) 383,989

2,087,438

５.

イ 14,946,810

長期前受金収益化累計額 0 14,946,810

14,946,810

33,893,992

６.

(1)

イ 821,924

821,924

821,924

７.

(1)

ロ 535,044

ニ 8,446

543,490

543,490

1,365,414

35,259,406負 債 資 本 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金

他 会 計 補 助 金

資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

剰 余 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　本　の　部

資 本 金

資 本 金

固 有 資 本 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

未 払 金

建 設 改 良 費 企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

企 業 債 合 計

負　債　の　部

固 定 負 債

企 業 債

建 設 改 良 費 企 業 債
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（単位：千円）

１.

(1)

イ 1,020,319

ロ 404,543

△17,652 386,891

ハ 31,362,320

△977,664 30,384,656

ニ 578,693

△135,548 443,145

ホ 工具、器具及び備品 727

△281 446

ヘ 340,640

32,576,097

(2)

イ 流域下水道施設利用権 2,303,402

ロ 218,428

2,521,830

35,097,927

２.

(1) 54,365

(2) 100,104

△637 99,467

153,832

35,251,759

３.

(1)

イ 16,998,273

16,998,273

16,998,273

令和元年度藤井寺市公共下水道事業会計予定貸借対照表（補正第３号）
（令和2年3月31日）

資　産　の　部

庁 舎 利 用 権

建 設 仮 勘 定

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

構 築 物

建 物

土 地

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

固 定 負 債

企 業 債

負　債　の　部

建 設 改 良 費企 業 債

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

固 定 負 債 合 計

企 業 債 合 計
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４.

(1)

イ 1,649,314

1,649,314

(2) 124,085

(3)

イ 6,959

ロ 1,311

8,270

(4)

イ 1,400

1,400

1,783,069

５.

イ 15,211,408

長期前受金収益化累計額 △690,375 14,521,033

14,521,033

33,302,375

６.

(1)

イ 821,924

ロ 579,207

1,401,131

1,401,131

７.

(1)

イ 535,044

ロ 8,446

543,490

(2)

イ 当年度未処分利益剰余金 4,763

4,763

548,253

1,949,384

35,251,759

資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

預 り 金

法 定 福 利 費引 当 金

負 債 合 計

他 会 計 出 資 金

資 本 金

資 本 金

固 有 資 本 金

資　本　の　部

繰 延 収 益

繰 延 収 益 合 計

長 期 前 受 金

賞 与 引 当 金

企 業 債

流 動 負 債

建 設 改 良 費企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金

未 払 金

負 債 資 本 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金

他 会 計 補 助 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債合計
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（単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計

1. 下水道事業 2,115,150 2,115,150 △3,116

収 益 1. 営 業 外 1,121,891 1,121,891 △3,116

収 益 5. 長 期 前 受 金 693,491 693,491 △3,116

戻 入 1. 長 期 前 受 金 693,491 693,491 △3,116

戻 入

（単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計

1. 下水道事業 2,092,669 △15,485 2,077,184

費 用 1. 営 業 1,775,305 △15,485 1,759,820

費 用 1. 管 渠 費 46,169 429 46,598

1. 給 料 7,613 43 7,656

2. 手 当 5,156 △262 4,894

3. 賞 与 引 当 金 760 401 1,161

繰 入 額

4. 法 定 福 利 費 2,368 170 2,538

5. 法定福利費引 150 77 227

当 金 繰 入 額

2. ポ ン プ 場 費 78,619 △475 78,144

2. 手 当 4,399 △488 3,911

3. 賞 与 引 当 金 959 10 969

繰 入 額

5. 法定福利費引 190 3 193

当 金 繰 入 額

4. 普 及 指 導 費 23,243 189 23,432

1. 給 料 5,893 34 5,927

2. 手 当 2,375 36 2,411

3. 賞 与 引 当 金 553 50 603

繰 入 額

4. 法 定 福 利 費 804 60 864

5. 法定福利費引 65 9 74

当 金 繰 入 額

支　　　　　　　　出

款 項 目 節

令和元年度藤井寺市公共下水道事業会計補正予算実施計画説明書（第３号）

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　入

款 項 目 節
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既決予定額 補正予定額 計

5. 業 務 費 47,570 △2,499 45,071

1. 給 料 4,020 △640 3,380

2. 手 当 2,965 △1,435 1,530

3. 賞 与 引 当 金 587 △101 486

繰 入 額

4. 法 定 福 利 費 1,318 △300 1,018

5. 法定福利費引 116 △23 93

当 金 繰 入 額

6. 総 係 費 16,021 △701 15,320

1. 給 料 2,848 △120 2,728

2. 手 当 1,716 12 1,728

3. 賞 与 引 当 金 372 △3 369

繰 入 額

4. 法 定 福 利 費 1,475 △590 885

8. 減 価 償 却 費 1,272,998 △12,428 1,260,570

1. 有形固定資産 1,143,423 △12,278 1,131,145

減 価 償 却 費

2. 無形固定資産 129,575 △150 129,425

減 価 償 却 費

款 項 目 節
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（単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計

1. 資本的収入 2,651,092 7,100 2,658,192

1. 企 業 債 1,791,700 7,100 1,798,800

1. 企 業 債 1,791,700 7,100 1,798,800

1. 企 業 債 1,791,700 7,100 1,798,800

（単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計

1. 資本的支出 3,174,819 18,364 3,193,183

1. 建 設 1,469,868 7,409 1,477,277

改 良 費 1. 管 路 建 設 費 1,445,133 373 1,445,506

1. 給 料 23,073 410 23,483

2. 手 当 19,380 △844 18,536

3. 賞 与 引 当 金 3,098 273 3,371

繰 入 額

4. 法 定 福 利 費 7,927 480 8,407

5. 法定福利費引 599 54 653

当 金 繰 入 額

5. 流 域 下 水 道 20,705 7,036 27,741

建 設 負 担 金 1. 流 域 下 水 道 20,705 7,036 27,741

建 設 負 担 金

2. 企 業 債 1,703,451 10,955 1,714,406

償 還 金 1. 企 業 債 1,703,451 10,955 1,714,406

1. 企 業 債 1,703,451 10,955 1,714,406

支　　　　　　　　出

款 項 目 節

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　入

款 項 目 節
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